
（平成２１年７月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認鹿児島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

鹿児島国民年金 事案 542 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年５月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年５月 

    私は、昭和 39年９月に国民年金に加入して以降、平成５年１月に厚生年

金保険に加入するまでの間、国民年金保険料を欠かさず納付してきた。  

申立期間のみが未納とされていることに納得がいかない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は１か月と短期間である上、申立人は、昭和 39 年９月に国民年金

に加入して以降、平成５年１月に厚生年金保険に加入するまでの間、申立期

間を除き、国民年金保険料をすべて納付しており、納付意識は高かったもの

と考えられる。 

   また、申立期間前後の期間の国民年金保険料は、納付済みとなっている上、

申立期間及びその前後を通じて、申立人の生活状況等に大きな変化は無かっ

たものと推認されることから、申立期間のみが未納とされていることは不自

然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

    

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

鹿児島国民年金 事案 543 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から同年３月まで 

    申立期間については、私が、定期的に地区の集金人に国民年金保険料を

納付していた。また、私が所持する家計簿の昭和 59 年３月の欄に当時支

払った国民年金保険料の金額が記載されており、未納とされていることに

納得がいかない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間である上、申立人は、国民年金加入期間につい

て、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付しており、納付意識は高

かったものと考えられる。 

   また、申立人から提出された家計簿は、申立期間当時、使用していた家計

簿と認められ、当該家計簿の昭和 59 年３月の欄に記載された「国年 17490」

が当時の国民年金保険料の３か月分の保険料額である１万 7,490 円に合致す

ることから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと考

えられる。 

   さらに、申立人の昭和 43年 10月から同年 12月までの期間の国民年金保険

料については、平成 21 年３月 16 日付で、社会保険庁の納付記録が未納から

納付済みに訂正されていることから、申立人の納付記録が適切に管理されて

いなかったことが認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

鹿児島国民年金 事案 544 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年 10 月から 53 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年８月から 53年３月まで 

    昭和 53 年に私の自宅に初老の紳士的な男性が訪れ、国民年金の加入を勧

められた。当時、同居していた私の母親からも、私の姉と一緒に国民年金

に加入するよう勧められ、加入手続を行った。その際、今までの未加入期

間についても、国民年金保険料を納付できるということであったため、金

額を確認したところ、「保険料を納めていない期間が長いので、姉さんの

分と合わせると 10 万円は超えると思います。」と言われ、翌日、私の姉

が農協から 20 万円ほどの現金を引き出し、その翌日にこの金額の中から

私と私の姉の二人分の国民年金保険料を当該男性に支払い、私の母親が

「本当に良かった。」と安心していたことを覚えている。申立期間が未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年 12 月 22 日に申立人、その

姉及び妹と３人連番で払い出されていることが確認でき、「昭和 53 年に

国民年金に加入した。」とする申立内容と一致している上、申立人は、国

民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付した際の状況を詳細かつ

具体的に述べるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

また、申立人及びその姉は、国民年金加入期間について、申立期間を除

き、国民年金保険料をすべて納付しているとともに、国民年金から厚生年

金保険への切替手続も未納期間を生じさせることなく適切に行っている上、

申立人に国民年金の加入を勧めたとするその母親は、昭和 36 年４月から

62 年３月まで継続して国民年金保険料を納付しており、家族共に納付意識

は高かったものと考えられる。 

さらに、申立人に国民年金の加入を勧めたとする男性が当時、試算した

申立人及びその姉の未納期間の国民年金保険料額は、申立人及びその姉の

国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 53 年 12 月の時点で納付が可能

な 51 年 10 月以降の申立人及びその姉の未納期間の国民年金保険料額と概

ね一致する上、申立人の姉が国民年金保険料を一括して納付するために農



                      

  

協から引き出したとする金額で納付が可能な額であることが確認できるこ

とから、申立人は、申立期間のうち、51 年 10 月から 53 年３月までの期間

の国民年金保険料については、納付していたものと考えるのが自然である。 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 48 年８月から 51 年９月までの期間につい

ては、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された 53 年 12 月の時点で

は、時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、別の国民年金

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに当該期間の国民年金

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 51 年 10 月から 53 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

鹿児島国民年金 事案 545 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年 10 月から 53 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年７月から 53年３月まで 

    昭和 53 年に私の自宅に初老の紳士的な男性が訪れ、国民年金の加入を勧

められた。当時、同居していた私の母親からも、私の弟と一緒に国民年金

に加入するよう勧められ、加入手続を行った。その際、今までの未加入期

間についても、国民年金保険料を納付できるということであったため、金

額を確認したところ、「保険料を納めていない期間が長いので、弟さんの

分と合わせると 10 万円は超えると思います。」と言われ、翌日、私が農

協から 20 万円ほどの現金を引き出し、その翌日にこの金額の中から私と

私の弟の二人分の国民年金保険料を当該男性に支払い、私の母親が「本当

に良かった。」と安心していたことを覚えている。申立期間が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年 12 月 22 日に申立人、その

弟及び妹と３人連番で払い出されていることが確認でき、「昭和 53 年に

国民年金に加入した。」とする申立内容と一致している上、申立人は、国

民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付した際の状況を詳細かつ

具体的に述べるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

また、申立人及びその弟は、国民年金加入期間について、申立期間を除

き、国民年金保険料をすべて納付しているとともに、国民年金から厚生年

金保険への切替手続も未納期間を生じさせることなく適切に行っている上、

申立人に国民年金の加入を勧めたとするその母親は、昭和 36 年４月から

62 年３月まで継続して国民年金保険料を納付しており、家族共に納付意識

は高かったものと考えられる。 

さらに、申立人に国民年金の加入を勧めたとする男性が当時、試算した

申立人及びその弟の未納期間の国民年金保険料額は、申立人及びその弟の

国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 53 年 12 月の時点で納付が可能

な 51 年 10 月以降の申立人及びその弟の未納期間の国民年金保険料額と概

ね一致する上、申立人が国民年金保険料を一括して納付するために農協か



                      

  

ら引き出したとする金額で納付が可能な額であることが確認できることか

ら、申立人は、申立期間のうち、51 年 10 月から 53 年３月までの期間の国

民年金保険料については、納付していたものと考えるのが自然である。 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 46 年７月から 51 年９月までの期間につい

ては、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された 53 年 12 月の時点で

は、時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、別の国民年金

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに当該期間の国民年金

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 51 年 10 月から 53 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

鹿児島国民年金 事案 546 
 
第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年 10 月から 43 年３月までの国民年金
保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂
正することが必要である。 

 
第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等 
    氏    名 ： 女 
    基礎年金番号 ：  
    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 
    住    所 ：  

 
  ２ 申立内容の要旨 
    申 立 期 間 ： 昭和 40年 12月から 43年３月まで 
    結婚後、私の自宅に市役所の職員が２人訪れ、「国民年金の未納期間が

４年間あるが、免除申請されていないので２年分の国民年金保険料しか、
さかのぼって納付できない。」との説明を受けた。 

    その後しばらくして、市役所で国民年金の加入手続を行い、２年分の国
民年金保険料をまとめて納付したことを覚えているので、申立期間が未納
とされていることに納得がいかない。 

 
第３ 委員会の判断の理由 
  １ 申立人は、申立期間以降、60 歳になるまで 30 年以上にわたり、国民年

金保険料を欠かさず納付している上、申立人が一緒に納付していたとする
その夫も国民年金保険料を完納しており、夫婦共に納付意識は高かったも
のと考えられる。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 43 年 11 月に払い出され
ていることが確認でき、その時点では、申立期間のうち、41 年 10 月から
43 年３月までの期間については、時効消滅前であり国民年金保険料の納付
が可能な期間であることから、当該期間の国民年金保険料をさかのぼって
納付したとする申立内容に不自然さは見られない。 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 40年 12月から 41年９月までの期間につい
ては、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された 43 年 11 月の時点で
は、時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、別の国民年金
手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す
関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに当該期間の国民年金
保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、
昭和 41 年 10 月から 43 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの
と認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 273 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年２月 11日から 37年 12月 25日まで 

    申立期間に係る事業所は、私が実家に一時帰省した後、再度働く予定

であったが、母親の反対があり、そのまま当該事業所に戻らなかったた

め、置いていた荷物もそのままで、退職扱いとなっている。 

    当該事業所からは、退職金や最後の月の給料を受け取っておらず、私

は、脱退手当金制度も知らなかったので、脱退手当金を受け取るはずが

ない。脱退手当金を受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険者

期間については、その計算の基礎とされておらず、未請求となっている上、 

 未請求となっている被保険者期間に係る事業所は、申立人が中学卒業後、

最初に勤務した事業所であり、この期間を失念するとは考え難い。 

また、申立人の脱退手当金は、昭和 38年６月に支給されたこととなって

いるが、申立人は、昭和 39 年２月に国民年金に加入し、以降 60 歳になる

平成 11年３月までの大部分の期間の国民年金保険料を納付していることを

踏まえると、申立人がその当時、脱退手当金を請求する意思を有していた

とは考え難い。 

さらに、申立人が勤務していた事業所における申立人の厚生年金保険資

格喪失日前後の被保険者で、社会保険庁の記録において脱退手当金の支給

が確認できた者の被保険者原票については、脱退手当金を支給したことを

示す「脱」表示があるが、申立人の被保険者原票にはその表示が無い。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



鹿児島厚生年金 事案 274 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を

50万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年１月１日から９年 12月 31日まで 

    社会保険事務所の記録では、申立期間の標準報酬月額が、当初の 50万

円から 26万円にさかのぼって訂正されているとのことであった。 

申立期間当時、私は申立事業所で工事現場業務に従事しており、入社

以降、勤務形態や業務内容に変化は無かった。 

申立期間について、遡及訂正前の標準報酬月額であったことを認め、

記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録では、申立期間の標準報酬月額については、

当初、50 万円と記録されていたところ、申立事業所が適用事業所に該当し

なくなった日（平成９年 12 月 31 日）の後の 10 年１月 16 日付けで、申立

期間のすべてにおいて、さかのぼって 26万円に減額されている上、申立人

を除く４名についても、申立人と同様に、さかのぼって標準報酬月額が減

額されていることが確認できる。 

また、登記簿では、申立人が、申立期間途中の平成８年８月 24日から 10

年 12月９日までの期間、申立事業所の取締役となっていることが確認でき

るものの、事業主は「会社の発起成立にあたり、申立人から印鑑を借りて

取締役就任の手続きを行った。申立人には告知したことはなく、名目上の

取締役であったので雇用保険に加入させた。」と供述しており、雇用保険の

加入記録などを踏まえると、申立人は、実質的には当該事業所と雇用関係



にあったものと認められ、社会保険関係事務に関する権限を有していた事

実は無いと考えられる。 

さらに、申立人の「標準報酬月額がさかのぼって引き下げられているこ

とについては、社会保険事務局からの訪問調査を受けた平成 20 年 12 月 16

日に初めて知り、社会保険事務所や事業主からは標準報酬月額の引き下げ

の説明を受けたことは一切無い。」とする供述内容に不自然な点は見られな

い。 

加えて、申立人が提出した「平成８年度市・県民税課税(所得)証明書」

には、申立人の給与収入は 600 万円であることが確認できるところ、この

金額を 12月で除した月額相当額(50万円)は、社会保険庁のオンライン記録

にある遡及訂正処理前の標準報酬月額と申立期間を通じて一致することを

踏まえると、申立人の主張どおりの給与実態があったものと認められる。 

これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所がこのような処理

を行う合理的な理由は見当たらず、標準報酬月額に係る有効な記録訂正が

あったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の 50万

円に訂正することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



鹿児島厚生年金 事案 275 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平成４

年９月は 20万円、14年７月、同年９月、15 年１月、同年５月から 16年４

月までの期間及び同年６月から同年８月までの期間は 24万円に訂正するこ

とが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 17 年９月及び同年 10 月の標準報酬月額に

ついては、既に 30 万円に記録が訂正されているが、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該標準報酬月額に基づく年金額は給付されない期

間と記録されている。しかし、申立人は当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記

録を取消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律（以下、「特例法」という。）に基づき、当該期間の標準報酬月額を 26

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年３月から 17年 10月まで 

    私がＡ社から控除されていた厚生年金保険料は、同社が社会保険事務

所へ納付していた保険料に比べて高いのではないかと思い、社会保険事

務所に申し立てたところ、社会保険事務所が同社を調査した結果、申立

期間のうち、消滅時効の２年を超えているとして平成 17年９月及び同年

10月については訂正されたものの、私の年金額には反映されないとされ、

また、３年３月から 17年８月までの 174か月については、いまだに訂正

されていない。 

申立期間のうちの一部の期間の給料支払明細書を持っているので、申



立期間について、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てている

ところ、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内とされていることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が保管する給料

支払明細書及び申立事業所が保管する賃金台帳において確認できる保険料

控除額から、平成４年９月は 20 万円、14 年７月、同年９月、15 年１月、

同年５月から 16年４月までの期間及び同年６月から同年８月までの期間は

24万円に訂正することが妥当である。 

なお、当該給料支払明細書等において、平成３年 10月から４年８月まで

の期間、７年 10 月から 11 年９月までの期間、13 年 10 月から 14 年６月ま

での期間及び 16 年９月から 17 年８月までの期間の標準報酬月額について

は、申立人の保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録

されている標準報酬月額が一致していると認められることから、また、平

成 15 年２月、同年４月及び 16 年５月の標準報酬月額については、社会保

険事務所で記録されている標準報酬月額が、申立人の報酬額に見合う標準

報酬月額を超えていると認められることから、特例法による保険給付の対

象に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、平成３年３月から同年９月までの期間、４年 10月から７年９月ま

での期間、11 年 10 月から 13 年９月までの期間、14 年８月、同年 10 月か

ら同年 12 月までの期間及び 15 年３月については、申立人の勤務実態が明

らかでなく、前出の給料支払明細書、賃金台帳等が無いことから、申立人

の給与から控除されていた厚生年金保険料額等が不明であるため、記録の

訂正を認めることはできない。 

一方、平成 17 年９月及び同年 10 月の標準報酬月額については、事業主

の届出により 19年 12月に 24万円から 30万円に訂正されたものであるが、

厚生年金保険法第 75条本文の規定により、当該標準報酬月額に基づく年金

額は給付されないこととなっている。 

しかしながら、申立事業所が保管する当該期間の賃金台帳において、標

準報酬月額 26万円に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 



これらの事実を総合的に判断すると、当該記録を取消し、平成 17年９月

及び同年 10月の標準報酬月額を 26万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立期間のうち、平成４年９月、14年７月、同年９月、15年１

月、同年５月から 16年４月までの期間、同年６月から同年８月までの期間、

17年９月及び同年 10月については、当時の社会保険関係資料を保管してお

らず、申立期間当時の詳細は不明としているが、給料支払明細書等におい

て確認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額と社会保険

事務所で記録されている標準報酬月額が長期にわたり一致していないこと

から、事業主は社会保険庁の記録どおりの届出を行っており、その結果、

社会保険事務所は、当該報酬月額に基づく厚生年金保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

 



                      

  

鹿児島国民年金 事案 547 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年４月から６年３月までの期間及び 12 年４月から 16 年６

月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年４月から６年３月まで 

 ② 平成12年４月から16年６月まで 

    申立期間については、私が市役所に出向き、毎年、免除申請手続をした

にもかかわらず、国民年金保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、「毎年、国民年金保険料の免除申請手

続を行った。」と述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成６

年６月に払い出されていることが確認でき、その時点では、当該期間は、国

民年金保険料を免除できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立期間②については、社会保険庁の記録により、申立人が当該期

間後の平成 16 年８月に免除申請手続を行っていることが確認でき、その時

点では、当該期間は、国民年金保険料を免除できない期間である。 

さらに、申立人は、申立期間に係る免除申請手続に関する記憶が明確でな

い上、申立期間に係る申立人の国民年金保険料を免除申請していたことを示

す関連資料は無く、ほかに申立人の国民年金保険料が免除されていたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 

 



                      

  

鹿児島国民年金 事案 548 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年７月から 47 年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年７月から 47年 11月まで 

    私の夫は、昭和 40 年７月に県の出先機関に転勤になった際、同僚から話

を聞いて、私の国民年金の加入手続を行った。 

また、私の国民年金保険料については、私の夫の給与から毎月、控除さ

れ、納付した保険料の領収書を国民年金手帳に貼付していたことを記憶し

ているので、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年 11 月 27 日以降に払い出さ

れていることが確認でき、その時点では、申立期間の大部分は、時効により

国民年金保険料を納付できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、その夫が国民年金の加入手続をしたとする昭和 40 年７

月時点は、共済年金の被保険者であったことが確認できることから、当時は、

国民年金に加入することができなかったものと推認される。 

   さらに、申立人が、申立期間について、国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立期間当時の申立

人の夫の勤務先に聴取したところ、「当時、国民年金保険料を職員の給与か

ら控除していたことを確認できない。」としており、ほかに申立期間の国民

年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



鹿児島厚生年金 事案 276 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年 11月１日から 28年５月５日まで 

    私は、申立期間に係る事業所を婚姻のために退職した。脱退手当金を

支給されたとする 28年 11月 19日には、すでに結婚して別の町に転居し

ていた。 

当時、私は、脱退手当金制度を知らず、脱退手当金の受給手続を行っ

た記憶も無く、また、退職後、当該事業所には一度も行っていないので、

脱退手当金を受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の給付記録欄に、脱退手

当金を支給した旨の記載が確認できるとともに、申立期間の脱退手当金の

支給額に誤りは無い上、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約６

か月後の昭和 28年 11月 19日に支給決定されており、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金は、通算年金制度創設前の昭和 28 年 11 月 19

日に支給決定されており、申立人は申立期間に係る事業所を退職後、昭和

36 年４月に国民年金に加入するまでの約７年間、厚生年金保険への加入歴

が無いことを踏まえると、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さは

うかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、 

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



鹿児島厚生年金 事案 277 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年２月１日から 40年８月ころまで 

私は申立期間中、Ａ市のＢ社で運転手として勤務していたにもかかわ

らず、社会保険事務所では厚生年金保険の加入記録が無いとしている。 

しかし、私は、申立事業所の採用面接の際、社会保険について質問し

たところ、「入社すれば直ちに社会保険へ加入してもらいます。」との

返事だった記憶があり、また、入社後に病気入院した際、当該事業所か

らもらっていた健康保険証を使ったことや、傷病手当金を会社に請求し、

受け取ったことを覚えている。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の具体的な供述内容から、申立期間当時、申立人がＢ社に勤務し

ていたことがうかがえる。 

しかしながら、申立人は当該事業所に入社後２月ほど勤務し、その後は

病気療養のため傷病手当金を受給していた状況であったため、同僚につい

ては記憶していないとしている。 

さらに、同時期に勤務していた複数の者から供述を得られたが、申立人

に関する情報は得られなかった。 

加えて、現存する申立事業所へ照会したものの、申立期間当時の関係書

類が保管されていないため、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用につ

いて確認することが出来なかった。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



鹿児島厚生年金 事案 278 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準報酬月額に係る記録訂正を認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年６月１日から 13年６月 29日まで 

今回の申立てに先立つ平成 20 年 11 月に社会保険事務所の職員が来訪

し、私の夫の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録について、事実に

反してこれを引き下げる訂正が行われている可能性があるとの説明があ

った。 

私の夫の申立期間当時の給与は月 70万円くらいであり、この金額に見

合う厚生年金保険料等が控除されていることが確認できる資料も残って

いる。 

申立期間について、遡及訂正前の標準報酬月額であったことを認め、

記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の標準報酬月額に係

る記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のオンライン記録では、申立期間の標準報酬月額については、

当初、平成11年６月から12年９月までは59万円、同年10月から13年５月ま

では62万円と記録されていたところ、申立事業所が適用事業所に該当しな

くなった日（平成13年６月29日）の後の13年７月９日付けで、申立期間の

すべてにおいて、さかのぼって９万8,000円に減額されていることが確認で

きる。 

しかしながら、登記簿により、申立人が申立期間を含む平成７年５月６

日から13年11月３日までの期間、申立事業所の代表取締役になっているこ



とが確認できる。 

また、社会保険事務所が保管する申立事業所に係る平成12年度滞納処分

票により、上記の遡及訂正が行われた当時、申立事業所は厚生年金保険料

を含む社会保険料の滞納額が高額となっていたことが確認でき、社会保険

事務所から保険料納付を強く要請され、協議を行っていたものと推認され

るところ、社会保険事務所が、事業主であった申立人の同意を得ずに、又

は申立人の一切の関与も無しに、無断で処理を行ったものと認めることは

できない。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処

理の無効を主張することは信義則上許されず、申立期間の標準報酬月額に

係る記録の訂正を認めることはできない。 

 

 


